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表紙

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.taiheiyo.net）に掲載することにより、株主の皆様に
提供しているものであります。

第147期定時株主総会招集ご通知に関しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

太平洋興発株式会社
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連結注記表

資本金 50百万円
総資産額 5,238百万円
純資産額 △1,158百万円

投資額 0百万円
債務保証額 3,818百万円

連　結　注　記　表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数
　13社
・主要な連結子会社の名称
　㈱太平洋製作所　　訓子府石灰工業㈱　　太平洋運輸㈱　　㈱太平洋シルバーサービス
　新太平洋商事㈱

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
・当該会社等の名称
　太平洋炭礦㈱
・子会社としなかった理由
　同社は、2002年１月の炭礦閉山に伴い、国内炭採炭事業から撤退し実質的に清算状態にあり、ま

た、同年５月に同社の債権者との間で債務処理に関する合意が成立し、現在、同社はその合意に基
づき厳正に管理されているために、有効な支配従属関係が存在していないため。

・同社の財政状態及び連結会社による投資・債権等（2022年３月31日現在）
(ｲ) 財政状態

(ﾛ) 連結会社による投資・債権等

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　イ．棚卸資産
　　・販売用不動産、未成工事支出金、商品及び製品（輸入炭）
　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　　・その他の棚卸資産
　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

－ 1 －



2022/05/30 17:35:46 / 21825891_太平洋興発株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

　ロ．その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの
　  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
　用しております。
　市場価格のない株式等
　　主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法
　　　ただし、1999年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建物及び構築物　　　　２年～65年
　　　　機械装置及び運搬具　　２年～22年
　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法
　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定

額法を採用しております。
ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．少額減価償却資産
　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税等の規定に基づき、

３年間で均等償却を行っております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金
　　当社及び連結子会社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．賞与引当金
　　当社及び連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
ハ．債務保証損失引当金
　　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。
ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。
イ．不動産事業
　　不動産事業のうち、主にマンション管理業務においては、顧客とのマンション管理委託契約に基
　　づき、管理に関する業務を提供する履行義務を負っております。当該管理委託契約は、一定の期
　　間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識してお
　　ります。
ロ．商事事業・肥料事業

   商事事業、肥料事業においては、主に商品の販売並びに製品の製造及び販売を行っております。
　このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で収
　益を認識しております。
　なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、

　　他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を
　　収益として認識しております。
ハ.  建設工事事業

　建設工事事業においては、主に長期の工事契約を締結しております。当該契約については、一定
　の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認
　識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される
　工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

ニ．サービス事業
　サービス事業においては、主に有料老人ホーム施設の運営において、長期の入居契約を締結して
　おります。当該契約における入居一時金償却額については、一定の期間にわたり履行義務が充足
　されると判断し、履行義務の充足に係る契約期間に基づき収益を認識しております。
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⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の処理方法
　　為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を、金利スワップについては
　　特例処理の要件を充たしている場合は特例処理を行っております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　　・ヘッジ手段　　　為替予約
　　　ヘッジ対象　　　外貨建仕入債務
　　・ヘッジ手段　　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象　　　借入金
ハ．ヘッジ方針
　　主として当社のリスク管理方針に基づき、将来の為替相場及び金利変動リスクの回避のためにヘ
　　ッジを行っております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　　振当処理の要件及び特例処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。
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２．会計方針の変更に関する注記
⑴　収益認識に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。
以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取
扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響
額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお
ります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前ま
でに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用
しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き⑴に定める方法を適用し、当連結会計年
度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づ
き、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売
掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動
負債」に表示していた「前受金」は、当連結会計年度より「前受金」及び「契約負債」に含めて表示
しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、売
上高は79百万円減少し、売上原価は１億18百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益はそれぞれ39百万円増加しております。当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が
反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は１億97百万円減少し
ております。

⑵　時価の算定に関する会計基準の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するとといたしまし
た。なお、これによる当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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報告セグメント
計不動産 商事 サービス 建設工事 肥料

売上高
顧客との契約から生じる収益 1,168 19,803 5,175 2,962 2,022 31,132

その他の収益 1,705 3 14 － － 1,722

外部顧客への売上高 2,874 19,806 5,189 2,962 2,022 32,855

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 3,554
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 3,944
契約資産(期首残高) －
契約資産(期末残高) 26
契約負債(期首残高) 470
契約負債(期末残高) 360

当連結会計年度

１ 年 超 ２ 年 以 内 26

合 計 26

３．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１．連結計算書類作
　成のための基本となる重要な事項」の「⑷会計方針に関する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に
　記載のとおりであります。
⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

②　残存履行義務に配分した取引価格
　　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適
　用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該
　履行義務は、建設工事事業における顧客との工事契約に関するものであり、残存履行義務に配分し
　た取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
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４．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　435百万円
　（繰延税金負債と相殺前の金額は583百万円である）

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法
　　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基づ

き、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは将来の事業計画を基礎と
しております。

②　主要な仮定
　　太平洋興発株式会社において将来の事業計画の重要な仮定は、安定利益を構成する不動産事業の

利益がコロナ禍においても2023年３月期以降、2022年３月期とほぼ同額計上されること、すなわ
ち商業施設のテナント入居者の数が安定的に推移することであります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　上記に記載の主要な仮定は、会社を取り巻く事業環境に影響を受けることから、見積りの不確実

性が高く、業績の変動に伴って課税所得の見積り額が変動することにより、繰延税金資産の回収可
能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。また、将来予想収益が減少した場合には、繰
延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。
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現金及び預金（定期預金） 200百万円
リース債権及びリース投資資産 274百万円
建物及び構築物 6,938百万円
機械装置及び運搬具 32百万円
有形固定資産その他 0百万円
土地 7,486百万円
投資有価証券 8百万円
投資その他の資産その他 125百万円

計 15,066百万円

減価償却累計額 15,669百万円

太平洋炭礦㈱ 3,818百万円

・再評価を行った年月日 2002年３月31日

５．連結貸借対照表に関する注記

⑴　担保に供している資産

　上記物件等について、短期借入金7,289百万円、未払金24百万円、長期借入金5,291百万円、長期未
払金58百万円に対して担保に供しております。
　上記の担保に供している資産には、太平洋炭礦㈱の銀行借入金を担保するため物上保証に供している
資産が含まれております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額

⑶　偶発債務
　金融機関からの借入又は取引に対する債務保証額は次のとおりであります。

⑷　土地の再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っております。
　なお、再評価差額金については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月
31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。
・再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号によ
るところの土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行う方法、一部については同条第５
号によるところの鑑定評価による方法、ないし、同条第４号によるところの相続税路線価に合理的な
調整を行う方法により算出しております。

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価が、再評価後の帳簿価額を上回っているので、
差額については開示しておりません。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,783千株 －千株 －千株 7,783千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4千株 0千株 －千株 4千株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

202１年６月2９日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 233 30.0 2021年３月31日 2021年６月30日

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 256 利益剰余金 33.0 2022年３月31日 2022年６月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2022年６月29日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達につ
いては銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク
回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針としております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に各担
当役員へ報告を行い、個別に把握及び対応を行う体制としております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場リスク（市場価格の変動リ
スク）に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を
勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　差入保証金は、主に本社及び事業所建物の賃借契約に伴い預託している敷金及び保証金であり、取
引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、差入先の信用状況を定期的に把握
することを通じて、リスクの軽減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま
す。一部外貨建てのものについては、市場リスク（為替の変動リスク）に晒されております。
　借入金及び社債のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、借入金及び社債のうち
長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、市場リスク（金利の
変動リスク）に晒されております。
　受入保証金は、主に賃貸等不動産における賃貸契約等に基づき預託を受けている受入敷金等であ
り、当社グループの資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に
晒されております。
　長期未払金は、太平洋炭礦㈱より引受けた金融債務に関する未払金であります。当社グループの資
金調達に係る流動性リスクに晒されているほか、一部の市場価格（金利）の変動に伴う市場リスクに
晒されております。
　これら営業債務、借入金、社債、受入保証金及び長期未払金の金銭債務は、各部署からの報告に基
づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リ
スク及び市場リスクを管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。

－ 10 －
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

⑴ 受 取 手 形 298 298 －

⑵ 売 掛 金 3,944 3,944 －

⑶ 投 資 有 価 証 券 （ ＊ ２ ） 806 806 －

⑷ 差 入 保 証 金 2,068 1,858 △210

資 産 計 7,117 6,907 △210

⑴ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,268 3,268 －

⑵ 未 払 金 231 231 －

⑶ 短 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を除く） 7,353 7,353 －

⑷ 社 債
（１年内償還予定の社債を含む） 3,063 3,053 △9

⑸ 長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 7,394 7,425 30

⑹ 受 入 保 証 金 3,440 3,298 △142

⑺ 長 期 未 払 金 58 56 △1

負 債 計 24,810 24,687 △122

区 分 当連結会計年度（百万円）

非 上 場 株 式 111

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（＊１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿
　　　　価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
（＊２）市場価格のない株式等は、「⑶投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸
　　　　借対照表計上額は以下のとおりであります。

－ 11 －
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１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現 金 及 び 預 金 5,713 － － －

受 取 手 形 298 － － －

売 掛 金 3,944 － － －

差 入 保 証 金 494 104 491 978

合 計 10,450 104 491 978

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短 期 借 入 金
（１年内返済予定の長
期 借 入 金 を 除 く ）

7,353 － － － － －

社 債
（１年内償還予定の社
債 を 含 む ）

1,092 676 606 456 118 115

長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長
期 借 入 金 を 含 む ）

1,650 1,518 1,254 727 568 1,676

合 計 10,095 2,194 1,860 1,183 686 1,791

当連結会計年度（2022年３月31日）
総 額
時 価
差 額

4,950 百万円
4,669 百万円
△280 百万円

（注）１．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（注）２．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（注）３．その他
　上記以外の連結貸借対照表に計上されている金融債権・債務につきましては、総資産に対する重
要性が乏しいため、注記を省略しております。
　なお、連結注記表４．連結貸借対照表に関する注記⑶偶発債務において掲記している太平洋炭礦
㈱に関する債務保証の総額（債務保証損失引当金控除前）、時価及びその差額は次のとおりであり
ます。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。
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区 分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券 806 － － 806

資 産 計 806 － － 806

区 分 時価（百万円）
レベル１ レベル2 レベル３ 合計

受 取 手 形 － 298 － 298

売 掛 金 － 3,944 － 3,944

差 入 保 証 金 － 1,858 － 1,858

資 産 計 － 6,100 － 6,100

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 － 3,268 － 3,268

未 払 金 － 231 － 231
短 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を除く） － 7,353 － 7,353

社 債
（１年内償還予定の社債を含む） － 3,053 － 3,053

長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） － 7,425 － 7,425

受 入 保 証 金 － 3,298 － 3,298

長 期 未 払 金 － 56 － 56

負 債 計 － 24,687 － 24,687

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
　　　　　　　　　当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時
　　　　　　　　　価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の算
　　　　　　　　　定した時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　当連結会計年度（2022年３月31日）

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　当連結会計年度（2022年３月31日）
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　投資有価証券
　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
　　　め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　　受取手形及び売掛金
　　　　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用
　　　リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して
　　　おります。

　　差入保証金
　　　　対象資産について、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将
　　　来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り
　　　引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　　支払手形及び買掛金並びに短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）
　　　　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、
　　　返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定してお
　　　り、レベル２の時価に分類しております。

　　社債（１年内償還予定の社債を含む）、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、受
　　入保証金、長期未払金
　　　　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
　　　基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度
（自　2021年４月１日　　至　2022年３月31日）

連結貸借対照表計上額

期首残高 15,687

期中増減額 1,027

期末残高 16,714

期末時価 21,938

⑴　１株当たり純資産額 1,887円11銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 47円18銭

８．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の関係会社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。当連結
会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は952百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃
貸費用は売上原価に計上）、減損損失は０百万円（特別損失に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

２. 期中増減額のうち、当連結会計年度の増加額は1,305百万円であり、主に釧路地区の土地取得で
あります。減少額は277百万円であり、主に減価償却費及び減損損失等であります。

３. 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金
額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基
づいて自社で算定した金額であります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．その他の注記
　該当事項はありません。
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建物及び構築物 ２年～65年
機械装置 ５年～18年

個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式
　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
　原価は移動平均法により算定）
　　市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

③　棚卸資産
　・商品及び製品（輸入炭を除く）、原材料及び貯蔵品
　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　・販売用不動産、商品及び製品のうち輸入炭、未成工事支出金
　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　定率法

　　　ただし、1999年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価
　額を零とする定額法を採用しております。
④　少額減価償却資産
　　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税等の規定に基づき、３
　年間で均等償却を行っております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
　の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金
　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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③　退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお
　ります。
　　・退職給付見込額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。
　　・数理計算上の差異の費用処理方法
　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　　　（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
　　　す。
④　債務保証損失引当金
　　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して
　おります。
⑤　関係会社事業損失引当金
　　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と認められる
　額を計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
①　不動産事業
　　不動産事業のうち、主にマンション管理業務においては、顧客とのマンション管理委託契約に基づ
　き、管理に関する業務を提供する履行義務を負っております。当該管理委託契約は、一定の期間にわ
　たり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。
②　商事事業
　　商事事業においては、主に商品の販売を行っております。このような商品及び製品の販売について
　は、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点で収益を認識しております。
　　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供
　する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識してお
　ります。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の処理方法
　　為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特
　例処理の要件を充たしている場合は特例処理を行っております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　・ヘッジ手段　　為替予約
　　　ヘッジ対象　　外貨建仕入債務
　　・ヘッジ手段　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象　　借入金
③　ヘッジ方針
　　主として当社のリスク管理方針に基づき、将来の為替相場及び金利変動リスクの回避のためにヘッ
　ジを行っております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法
　　振当処理の要件及び特例処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれ
らの会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更に関する注記

⑴　収益認識に関する会計基準の適用
　当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
といたしました。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度よ
り「前受金」及び「契約負債」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高は２億
83百万円減少し、売上原価は２億83百万円減少しております。

⑵　時価の算定に関する会計基準の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、これ
による当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
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３．収益認識に関する注記
・顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「３．収益認識に関
   する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

４．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　－百万円
　（繰延税金負債と相殺前の金額は160百万円である）

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表「４.会計上の見積りに関する注記　⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情
報」の内容と同一であります。
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現金及び預金（定期預金） 200百万円
リース債権 274百万円
建物 5,905百万円
構築物 555百万円
機械及び装置 32百万円
土地 6,151百万円
投資有価証券 8百万円
敷金及び保証金 2,010百万円
保険積立金 125百万円

短期借入金 5,426百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,384百万円
未払金 24百万円
長期借入金 4,474百万円
受入敷金保証金 2,010百万円
長期未払金 58百万円

減価償却累計額 7,933百万円

太平洋炭礦㈱ 3,818百万円

①　短期金銭債権 108百万円
②　短期金銭債務 121百万円
③　長期金銭債務 2,181百万円

５．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

・担保付債務

上記の担保に供している資産には、太平洋炭礦㈱の銀行借入金を担保するため物上保証に供してい
る資産が含まれております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額

⑶　偶発債務
①　金融機関からの借入又は取引に対する債務保証額は次のとおりであります。

②　関係会社である訓子府石灰工業㈱及び太平洋フーズ㈱の賃貸借契約２件について、賃借人である訓
子府石灰工業㈱及び太平洋フーズ㈱の支払賃料債務不履行に対して連帯保証を行っております。な
お、当事業年度末における支払賃料の延滞はありませんので、保証債務残高は開示しておりません。

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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・再評価を行った年月日 2002年３月31日

①　売上高 1,209百万円
②　仕入高 654百万円
③　営業取引以外の取引高 256百万円

⑸　土地の再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っております。
　なお、再評価差額金については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月
31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。

・再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号によ
るところの土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行う方法、一部については同条第５
号によるところの鑑定評価による方法、ないし、同条第４号によるところの相続税路線価に合理的な
調整を行う方法により算出しております。

・再評価を行った土地の当期末における時価が、再評価後の帳簿価額を上回っているので、差額につい
ては開示しておりません。

６．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 4千株 0千株 －千株 4千株

繰延税金資産
　　貸倒引当金 0百万円
　　賞与引当金 25百万円
　　退職給付引当金 78百万円
　　債務保証損失引当金 336百万円
　　資産除去債務 6百万円
　　関係会社事業損失引当金 12百万円
　　投資有価証券評価減 168百万円
　　減損損失 236百万円
　　減価償却超過額 0百万円
　　繰越欠損金 36百万円
　　未払事業税 10百万円
　　その他 10百万円
繰延税金資産小計 921百万円
評価性引当額 △761百万円
繰延税金資産合計 160百万円
繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △166百万円
　　その他 △0百万円
繰延税金負債合計 △167百万円
繰延税金資産（△は負債）の純額 △6百万円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

８．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
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種 類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金 又
は 出 資 金
( 百 万 円 )

事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

( 百 万 円 ) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社
㈱太平洋
シルバー
サービス

東京都
台東区 25 有料老人

ホーム
所有

　　直接
100.00

事業用資
産の賃貸

事業用資産
の賃貸に伴
う保証金の
受入

－ 受 入 敷 金
保 証 金 2,070

賃貸料の
収受
（注①）

642 前 受 金 53

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所 在 地

資 本 金 又
は 出 資 金
( 百 万 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

( 百 万 円 ) 科 目 期末残高
(百万円)

当社役員 板 垣 好 紀 － － 当社代表
取 締 役

被所有
　　直接

0.20
被債務保証

当 社 の 引
受 債 務 に
対 す る 被
債 務 保 証
（注②）

82 － －

⑴　１株当たり純資産額 1,374円94銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 54円70銭

９．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

⑵　役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　①　賃貸料の収受については、市場動向や取引事例等を勘案し、取引先と交渉のうえ決定しており

ます。
　②　当社は引受債務に対して上記取締役より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは

行っておりません。

10．１株当たり情報に関する注記

11．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

12．その他の注記
　該当事項はありません。
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